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事業名 

 
連続立体交差事業 

名古屋
な ご や

鉄道
てつどう

三河
み か わ

線
せん

（若林駅
わかばやしえき

付近
ふ き ん

） 

事業 

区分 

 

連続立体交差 
事業 

主体 
豊田市 

起終点 
自：豊田市

と よ た し

花園町
はなぞのちょう

小平田
こ へ いで ん

     至：豊田市
と よ た し

若林東町
わかばやしひがしまち

棚田
た な だ

 
延長 

 
２.２km 

事業概要  

 本事業は、名鉄三河線若林駅付近約２.２ｋｍにおいて鉄道を高架化することにより、４箇所の踏切を除

却し、都市内交通の円滑化を図るとともに、分断された市街地の一体化による都市の活性化を図る事業であ

る。 

Ｈ２１年度事業化 Ｈ２７年度都市計画決定 Ｈ３０年度用地着手  Ｈ３１年度工事着手 

全体事業費 ３３４億円 事業進捗率 ２３％ 供用済延長      ０ km 

踏切交通遮断量       5,000～14,000 台時／日（踏切交通遮断量） 

費用対効果 

分析結果 

 

 

 

Ｂ／Ｃ  総費用    総便益    基準年  

(事業全体)   

     １．１ 

(残事業) 

   １．９ 

      ３０４億円 

 事業費：  ３０４億円 

 維持管理費：０.１６億円 

 

       ３２７億円 

 移動時間短縮便益：２８９億円 

 走行経費減少便益： ３６億円 

 交通事故減少便益： ２.０億円 

 令和５年度 

 

 

 

感度分析の結果  

(事業全体) 交通量 ：B/C＝ 0．97～1．2 (交通量 ±10%) (残事業) 交通量：B/C＝ 1．7～2．1 (交通量 ±10%) 

    事業費 ：B/C＝ 0．98～1．2 (事業費 ±10%)    事業費 ：B/C＝ 1．7～2．1 (事業費 ±10%) 

    事業期間：B/C＝ 1．04～1．1 (事業期間±20%)     事業期間：B/C＝ 1．9～2．0 (事業期間±20%) 

事業の効果等   

（１）交通混雑の緩和および交通事故の減少 

若林駅周辺の現状として、名鉄三河線により地区が東西に分断されているうえに周辺道路が脆弱なため、

既存踏切付近での渋滞や生活道路での交通の錯綜が発生している。また、既存の踏切は歩車非分離で狭小な

ため車両の擦れ違いは困難であり、歩行者や自転車の安全確保が急務となっている。 

このため、踏切を 4箇所除去し、都市計画道路等の交差道路を整備することにより、道路ネットワークを

構築することで、渋滞緩和、交通事故の減少が期待される。 

（２）周辺地域のまちづくりの促進に寄与 

豊田市では鉄道駅を中心としたまちづくりの推進を図る中で、若林駅は豊田市の南部に位置する地域の

拠点駅であり、駅周辺では、駅を中心とした拠点地域核としての土地区画整理事業が計画されており、鉄道

高架化による一体的な市街地形成、利便性の高い生活拠点を形成に寄与する。 

関係する地方公共団体等の意見  

・愛知県の望ましい公共交通体系の姿を示した「あいち公共交通ビジョン（平成 29年 3月、愛知県）」に

おいて、名古屋駅と産業集積地間のアクセス機能強化を図る名鉄三河線の重要性が示されている。 

事業評価監視委員会の意見  

・事業継続を妥当と認める。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・若林駅周辺土地区画整理事業発起人会が設立（平成 29 年度） 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・平成２７年度に都市計画決定、平成３０年度に用地取得に着手。 

・令和５年３月に仮線切替、令和５年５月に本線工事に着手。 

・用地取得率約 100％、事業進捗率約 23％。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・高架切替は令和７年度、事業完了は令和９年度を予定。 

施設の構造や工法の変更等  

・擁壁構造の変更による用地補償費の削減等、引き続きコスト削減を図る予定。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  事業の必要性、重要性は変化なく、費用対効果の投資効果も確保されているため。 

 

 



事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 


